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記 入 例 
様式１ 
 

経営革新計画に係る承認申請書 

 
平成  年  月  日 

 
東 京 都 知 事 殿 

 
                住    所 〒 
 
                名    称 

代表者の氏名                      印 
電話・ＦＡＸ 

 
   （承認書の郵送先や連絡先が上記と異なる場合記入） 
                住    所 〒 
         
                電話・ＦＡＸ 
 
 
 
 
 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第９条第１項の規定に基づき、別紙の計画について承
認を受けたいので申請します。 
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（別表１） 
経営革新計画 

①申請者名・資本金・業種 ②実施体制及び連携先  

申請者名： 株式会社 Ａ 社 
      代表取締役 ○○ ○○ 
資 本 金： 10,000 千円 
業  種：  

・ 開発部長 田中以下開発グループ8人が営業部門と連携
しながら取り組んでいく。 
・ 連携先は特になし。将来協力していただける大学や企業 
があれば、連携を図りたい。 

③新事業活動の類型 ④経営革新の目標 
経営革新計画のテーマ：○○商品の積極的な販売展開による提案型企

業改善         
 

計画の対象となる類型全てに丸印を付
ける。 
 
①．新商品の開発又は生産 
２．新役務の開発又は提供 
３．商品の新たな生産又は販売の方式
の導入 
４．役務の新たな提供の方式の導入そ
の他の新たな事業活動 

・受注受け身型体質から提案型印刷会社への変革に取り組んでいる。 
・昨年、自社商品の開発に取り組み、○○○○といった特徴を持つ商
品を開発。特許申請し発売した。これまでは、都内の当社既存顧客
を中心にセールスを行ってきたが、当商品は従来のものに比して、
機能面・コスト面に優れていることから、非常に好評で売れ行きは
順調に推移しており、今回、新規顧客開拓を含めた全国的な販売計
画を立てたもの。計画のポイントは、新商品の生産力の向上と販売
力の強化を図り、売上・利益の大幅な向上を実現していくこと、さ
らに拡大した販路からマーケティング力を強化していくことであ
る。 

⑤経営革新の内容及び既存事業との相違点 
・昭和△△年設立の印刷会社。紙への印刷だけではなく、プラスチック・金属等への印刷技術を有し、
食品メーカー向けに容器への印刷サービスも行ってきた。昨年、特許を申請・取得した○○○○商品
はその技術を応用したもので、従来当社への発注からもれていた小ロットの印刷に対し、メーカーが
自社対応できるようにしたものである。 
・○○○○商品については昨年より、都内の当社既存顧客に限定して試験的にセールスを行ってきた
結果、全国的なニーズは確実であり、今年度より１．安全で効率的な生産方式の開発により生産力の
向上を実現するとともに、２.新規開拓営業体制を確立することで販売力の強化を図っていく。 
・○○○○商品により開拓した新規顧客に対しては、それを切り口に既存事業である印刷サービスを
併せて提案し、新事業と既存事業のシナジー効果による提案型企業への変革を実現する。 
・また、３．○○××装置の開発を行うことにより、○○○○商品の次期バージョンである新○○商
品の開発を実現し、□□年度には○○○○商品でも対応できないさらに小ロットのニーズに対しても
対応できる商品ラインナップを実現していく。 
・以上により売上・利益の大幅な向上を実現するとともに、ユーザーのニーズに適切に対応できる商
品開発体制を整えることで経営革新を行っていく。 

⑥経営の向上の程度を 
示す指標 

現  状（千円） 計画終了時の目標伸び率（計画期間）（％） 

１ 付加価値額  
623,823,000 円 

       ２５．０％ 
（平成 16年 4 月～19 年 3 月（3 年計画）） 

２ 一人当たりの 
付加価値額 

 
5,425,000 円 

 
       １６．９％ 

３ 経常利益  
 50,069,000 円 

 
       ３９．８％ 
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（別表１－２） 

経営革新計画の具体的内容                                                  

                       参加企業者名                 
 

（経営革新計画の具体的内容と新しい取り組み方法を記入して下さい） 

 １ 安全で効率的な生産方式の開発 

（１） △△方法の開発 

「△△方法について記入（詳細は別添資料参照）」 

（２） ××装置の開発 

「生産ラインのどの部分にどの様に活用するかを記入」 

 

 

 

 

 ２ ○○商品の新規開拓営業体制の確立 

（１） マネージャーと営業担当の 2 名の専任体制の確立 

（２） 他の印刷物提案営業活動 

「現在の営業体制と新しい活動の違いを記入」 

 

 

 

 

 

 

 ３ 次期バージョンの新○○商品の開発 

（１） ○○××装置の開発 

（２） ○○××装置を利用した新○○商品の新規営業体制の確立 

「○○××装置の具体的利用と従来の営業体制と新規営業体制を記入」  

 

 

 

 

  

 
※技術・商品等の図面、機器のカタログ等、内容のわかる資料を添付して下さい。 
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（別表２） 
実施計画と実績（実績欄は申請段階では記載する必要はない。） 

計    画 実    績 
①番号 ②実 施 項 目 ③評価基

準 
④評価 
頻度 
⑤実施 
時期 
実施 
状況 
効果 対策 

１ 安全で効率的な生産方式の
開発 

安全委員
会の評価 

毎月 １－１    

１－１ ○○部分の安全な△△方法
の開発 

製造原価 1 年 １－３    

１－２ 効率的な○○××装置の開
発 

製造原価 1 年 ２－１    

２ ○○商品の新規営業体制の
確立 

○○商品
の売上 

毎週 ２－２    

２－１ マネージャーと担当営業の
2 名専任体制の確立 

      

２－２ ○○商品を切り口に新規開
拓した顧客に対する他の印
刷物提案営業活動 

新規顧客
の売上 

毎月 ２－４    

３ 次期バージョンの新○○商
品の開発 

新製品の
売上 

1 年 ３－１    

３－１ ○○××装置の開発 製造原価 1 年 ３－２    

３－２ ○○××装置を利用した○
×商品の新規開拓営業体制
の確立 

○×商品
の売上 

毎週 ３－３    

        

        

        

        

        

        

 注）実施計画が書ききれない場合は最後の行に別添ありと記載して同じ様式で記載したものを 
   添付する 
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（別表３） 
経営計画及び資金計画   注）中期経営計画（3～5年）及び資金計画の算出根拠を添付して下さい。 
参加中小企業者名                                   （単位 千円）

 ２年前 
(14年 3月期) 

１年前 
(15年 3月期) 

直近期末 
(16年 3月期) 

１年後 
(17年３月期) 

２年後 
(18年 3月期) 

３年後 
(19年 3月期) 

4年後 
( 年 月期) 

５年後 
( 年 月期) 

①売上高 2,444,210 2,570,009 2,412,047 2,500,000 3,000,000 3,350,000   

②売上原価 1,903,218 1,924,209 1,837,607 1,940,000 2,250,000 2,500,000   
③売上総利益  
（①－②） 

540,992 645,800 574,440 560,000 750,000 850,000   

④販売費及び 
一般管理費 

515,141 518,730 504,371 505,000 661,000 753,000   

⑤営業利益 25,851 127,070 70,069 55,000 89,000 97,000   

⑥営業外費用  15,000 20,000 20,000 21,000 26,000 27,000   

⑦経常利益 
（⑤－⑥） 

10,851 107,070 50,069 34,000 63,000 70,000   

⑧人件費 550,600 533,506 504,870 506,000 532,000 581,000   

⑨設備投資額  38,743 26,202 3,452 160,000 25,000 40,000   

⑩運転資金    30,000 20,000 30,000   

普通償却額 60,904 58,497 48,884 75,000 69,000 69,000   

 
特別償却額 0 0 0 0 0 0   

⑪減価償却費  60,904 58,497 48,884 75,000 109,000 102,000   

⑫付加価値額  
（⑤＋⑧＋⑪） 

637,355 719,073 623,823 636,000 730,000 780,000   

⑬従業員数 123 115 115 118 123 123   

⑭一人当たりの付
加価値額(⑫÷⑬) 

5,182 6,523 5,425 5,390 5,935 6,341   

政府系金融
機関借入  － － －  

150,000 
 

10,000 
 

30,000 
  

民間金融機
関借入  － － － 

 
30,000 

 
20,000 

 
20,000 

  

自己資金  － － －  
10,000 

 
15,000 

 
20,000 

  

⑮
資
金
調
達
額
（
⑨
＋
⑩
） その他 － － －  

0 
 

0 
 

0 
  

合 計 － － －  
190,000 

 
45,000 

 
70,000 

  

（各種指標の算出式） 
「経常利益」：営業利益－営業外費用（支払利息、新株発行費等） 
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費 
「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数 
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費 
（付加価値額等の算出方法） 
人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・○いいえ） 
減価償却費にリース費用を参入しましたか。（はい・○いいえ） 
従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・○いいえ） 
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（別表４） 
設備投資計画（経営革新計画に係るもの） 
参加中小企業者名                              （単位 円） 
 機械装置名称  （導入年度） 単   価 数 量 合 計 金 額 

１ 印刷機      （平成１６年度） 160,000,000 
 

1 160,000,000 

 小計   160,000,000 

２ ○○商品天糊機  （平成 17 年度） 15,000,000 1 15,000,000 

３ ○○商品裁断機  （平成 17 年度） 10,000,000 1 10,000,000 

 小計   25,000,000 

４ ○○商品専用自動裁断機 
         （平成 18 年度）   

40,000,000 1 40,000,000 

 小計   40,000,000 

 
 

合計   225,000,000 

     

     

注）設備投資計画が書ききれない場合は、最後の行に別添ありと記載して同じ様式で記載したものを 

添付する。 
 
 
運転資金計画（経営革新計画に係るもの） 
                 （単位 円） 

年  度 金  額 

平成 16 年度 30,000,000 

平成 17 年度 20,000,000 

平成 18 年度 30,000,000 
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（別表５） 
組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるためその構成員に対して賦課しようとする負担
金の賦課の基準 

（単位 千円） 

試験研究の名称 年度 賦課基準 
負担金の合計 
及びその積算根拠 

構成員別の賦課金額 
及びその積算根拠 

１○○商品研究 
開発 

×年度 
生産数量 ○○○、○○○千円 

（○○円×○○台） 
△△△、△△△円 
（△△円×△△社） 

２     

３  
   

４  
   

５     

注）賦課基準については生産数量（金額）、従業員割、設備割、出資金等具体的に記載すること。 
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（別表６） 

[希望する支援策について]  

 経営革新計画が承認された場合に利用を希望する支援策に○印を付けて下さい。（複数希望可）                                                                                   

１ 中小企業経営革新補助金制度 

   ○２  政府系金融機関による低利融資制度 

３ 税制面での支援措置（該当するものに○印を付けてください） 

  （設備投資減税・留保金課税の停止措置） 

   ○４ 中小企業信用保険法の特例 

     ５ 中小企業投資育成株式会社法の特例 

     ６ ベンチャーファンドからの投資 

７ 特許関係料金減免制度 

 

[関係機関への連絡希望について]                                            

 計画が承認された場合に、当該認定を受けた計画の内容について下記関係機関に送付することの希望 

の有無を必ずご記載下さい。（有か無に○を記入してください。） 

承認書類の送付を希望する機関名（実施支援策） 
送付の希望の 
有・無 

①中小企業金融公庫（中小企業経営革新等支援貸付）   第一 支店 ○有  ・  無 

②国民生活金融金庫（中小企業経営革新等支援貸付）         支店  有  ・○無 

③商工組合中央金庫（中小企業経営革新等支援貸付）     第二 支店 ○有  ・  無 

④東京信用保証協会（中小企業信用保険法の特例） ○有  ・  無 

⑤中小企業投資育成株式会社 （投資育成の特例）  有  ・○無 

 

注１） 前記[希望する支援策について]で２を希望した場合の送付希望先は①、②、③、４を希望した 

場合は④、５を希望した場合は⑤となります。但し、計画内容の送付を希望しない場合は無

に○を記入して下さい。  

注２） 支店名を記載すること 
但し、関係資料の送付は各機関の代表窓口になります。  

 
[経営革新計画提出に当たり協力を得た機関等] 

「経営革新計画」提出に当たり協力を得た機関等があれば、下記に○印の上、具体名を記載して 
下さい。 
 
○１ 政府系金融機関 （  中小企業金融公庫 第一支店          ） 
  ２ 民間金融機関 （                          ） 

 ３ 中小企業診断士 （                         ） 
４ 税理士・公認会計士・社会保険労務士等 （              ） 

 ５ 商工会・商工会議所 （                       ） 
 ６ 県・市町村関係機関 （                       ） 
 ７ その他 ＊具体的に記入して下さい （                ） 
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（別表７） 

[企業名等の公表]                                               

 「経営革新計画」が承認された場合、下記の記載内容を東京都のホームページ上で公表可能か 

どうか、該当する項目の回答欄に○印をして下さい。 
 回  答  欄 

○１．企業（組合）名          ○２．代表者名 
○３．資本金          ○４．従業員数 

○５．所在地                   ○６．電話番号 公表してよい 

○７．業種           ○８．経営革新計画の名称 

 

 

公表しては困る 
 

 

 注）公表してよい場合、１～８の各項目ごとに○印をして下さい。 
 
 

[中小企業経営革新事例集の作成] 

１．今後、経営革新を行おうとする中小企業の参考のため事例集を作成する場合、下記の      

記載内容を活用することが可能かどうか、該当する項目の回答欄に○印をして下さい。 
 回  答  欄 

○１．企業（組合）名          ○２．代表者名 
○３．資本金          ○４．従業員数 

○５．所在地                   ○６．電話番号 活用してよい 

○７．業種           ○８．経営革新計画の名称 

 

 

公表しては困る 
 

 

注）活用してよい場合、１～８の各項目ごとに○印をして下さい。 

２．その他 

  (1) 掲載するものは、原則として上記についてご了解を得たものになります。 

  (2) 本調査にご回答いただいた上で、掲載分については検討させていただきますので、 
     ご了承下さい。 

 


